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貸 借 対 照 表

（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金

商 品 

貯 蔵 品

賃 貸 資 産 仮 勘 定

関 係 会 社 預 け 金

前 払 費 用

未 収 消 費 税 等 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 

構 築 物

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

敷 金 

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,644,882

403,443

477,375

236,646

54,652

753,220

1,973,689

2,792,801

141,685

739,155

72,212

87,493,136

34,590,369

23,654,659

1,262,081

752,914

3,957,138

4,538,917

424,658

571,550

503,829

64,435

3,285

52,331,216

9,000

270,000

20,791,022

24,311,491

4,998,600

1,935,577

36,164

△20,639

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等 

前 受 金

預 り 金

資 産 除 去 債 務 

役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

災 害 損 失 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

関 係 会 社 長 期 借 入 金

長 期 リ ー ス 債 務

長 期 預 り 敷 金 

預 り 保 証 金

長 期 前 受 収 益 

未 払 役 員 退 職 慰 労 金

資 産 除 去 債 務 
ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽ減損損失引当金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

7,669,309

63,237

556,899

934,021

608,383

934,938

2,927,734

151,788

1,148

15,450

160,457

772,178

536,564

6,506

78,109,960

17,270,000

4,196,527

18,819,216

25,884,596

4,993,124

3,080

4,732,502

1,901,594

308,792

525

負 債 合 計 85,779,269

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

9,358,749

500,000

8,858,749

125,000

8,733,749

7,735,000

998,749

純 資 産 合 計 9,358,749

資 産 合 計 95,138,018 負 債 及 び 純 資 産 合 計 95,138,018

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書

（自平成 22 年 4 月 1 日 至平成 23 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

額金目科

売 上 高

売 上 原 価

40,838,394

36,012,111

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

4,826,283

2,061,954

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

違 約 金 収 入 

そ の 他 営 業 外 収 益

445,039

654,984

157,724

2,764,328

1,257,748

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 外 租 税 

退 職 給 付 数 理 差 異 償 却

そ の 他 営 業 外 費 用

757,650

157,546

66,346

57,920 1,039,463

経 常 利 益

特 別 利 益

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 228,773

2,982,614

228,773

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

災 害 関 連 損 失 

そ の 他 特 別 損 失

5,875

884,248

621,249

3,224 1,514,596

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

1,696,791

1,529,570

△831,384

当 期 純 利 益 998,606

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（自平成 22 年 4 月 1 日 至平成 23 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

本資主株

純資産合計資本金 

利 益 剰 余 金

株主資本

合計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金 繰越利益剰余金

平成 22 年 3 月 31 日残高 500,000 125,000 6,962,872 1,102,971 8,190,843 8,690,843 8,690,843

事業年度中の変動額 

別途積立金の積立 772,127 △772,127

剰余金の配当 007,033△007,033△007,033△007,033△

当期純利益 606,899606,899606,899606,899

事業年度中の変動額合計 772,127 △104,221 667,906 667,906 667,906

平成 23 年 3 月 31 日残高 500,000 125,000 7,735,000 998,749 8,858,749 9,358,749 9,358,749

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表

【 重要な会計方針に係る事項に関する注記 】

1．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式…移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品…売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

2．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法によっております。）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5 年）に基づいております。借地権は、20 年にて償却しております。

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（４）長期前払費用

定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸

倒懸念債権等については、個別に債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

（２）役員賞与引当金

役員の賞与給付に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度に対応する金額を計上しております。

（３）賞与引当金

従業員の賞与給付に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度に対応する金額を計上しております。

（４）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

（５）ポイント引当金

将来のポイント使用に備える為、未使用のポイント残高に対して、過去の使用実績から将来使用

されると見込まれる金額に基づき計上しております。

（６）災害損失引当金

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する費用または損失に

備えるため、当事業年度末における見積額を計上しております。

4．消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

建物 19 ～ 34 年 

構築物 10 ～ 35 年 

工具器具備品 2 ～ 20 年 
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【 重要な会計方針の変更 】

資産除去債務に関する会計基準等の適用

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）

を適用しております。これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ 279 万円減少し、税引前当期純利

益は 50 百万円減少しております。

【 貸借対照表に関する注記 】
円千897,219,8額計累却償価減の産資定固形有．1

2．関係会社に対する金銭債権及び債務

円千165,430,2権債銭金期短

385,609権債銭金期長

596,167務債銭金期短

476,682,71務債銭金期長

【 損益計算書に関する注記 】
1．関係会社との取引高

高引取るよに引取業営

円千476,61高上売

809,706高入仕

364,36他のそ

高引取るよに引取の外以引取業営

011,3息利取受

874,952息利払支

313,12他のそ

訳内失損連関害災．2

604,71等用費去撤・費検点の産資たし壊損りよに害災

498,073用費復回状原の産資定固

009,67費定固の中間期止休業営

269,41のもるいてし定確が失損間期の来将

580,141他のそ

【 株主資本等変動計算書に関する注記 】

1．発行済株式の種類及び総数

発行済株式の種類 株 式 総 数

株000,21式株通普

2．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の

総額(千円)

1 株当たり

配当額(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

平成 22 年 6 月 22 日 

定時株主総会
普通株式 330,700 27,558.33 平成 22 年 3 月 31 日 平成 22 年 6 月 23 日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成 23 年 6 月 13 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。

（イ）配 当 金 の 総 額 ・・・・・・・・299,600 千円

（ロ）1 株当たり配当額 ・・・・・・・・24,966.67 円

（ハ）基 準 日 ・・・・・・・・平成 23 年 3 月 31 日

（ニ）効 力 発 生 日 ・・・・・・・・平成 23 年 6 月 30 日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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【 税効果会計に関する注記 】 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

【 リースにより使用する固定資産に関する注記 】 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピュータシステム、事務機器等の一部については、所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

【 金融商品に関する注記 】 
1．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達して

おります。売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

借入金の使途は設備投資資金（長期）であります。 

2．金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年 3 月 31 日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 額 差 価 時 額上計表照対借貸 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

関 係 会 社 預 け 金 

敷 金 

差 入 保 証 金 

403,443

477,375

1,973,689

20,791,022

24,311,491

403,443 

477,375 

1,973,689 

16,836,357 

24,277,307 

－ 

－ 

－ 

△3,954,665

△34,184

948,889,3△ 371,869,34220,759,74 計 産 資 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

買 掛 金 

リ ー ス 債 務 

関 係 会 社 長 期 借 入 金 

長 期 リ ー ス 債 務 

長 期 預 り 敷 金 

預 り 保 証 金 

63,237

556,899

17,270,000

4,196,527

18,819,216

25,884,596

63,237 

556,899 

17,500,531 

3,985,971 

15,391,561 

25,848,756 

－  

－  

230,531

△210,556

△3,427,655

△35,840

025,344,3△ 759,643,36774,097,66 計 債 負 

（※）売掛金については貸倒引当金を控除しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

 

 

 

 

 円千  産資金税延繰

  982,56 金当引与賞 

  106,27 税業事払未 

  221,629,1 務債去除産資 

,413 金当引トンイポ 199  

  770,04 税得取産動不払未 

,812 失損連関害災 328  

  893,8 金当引倒貸 

,521 金当引付給職退 647  

,271 額過超却償産資定固 086  

,377 定勘損減産資スーリ 758  

  850,101 額過超却償権地借 

  614,89 ）計会価時（金力協設建 

  052,28 他のそ 

  432,899,3 計合産資金税延繰

   債負金税延繰

  105,323,1 産資るす応対に務債去除産資 

  105,323,1 計合債負金税延繰

  337,476,2 額純の産資金税延繰
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資 産 

(1)現金及び預金、(2)売掛金並びに(3)関係会社預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(4)敷金及び(5)差入保証金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

負 債 

(1)買掛金及び(2)リース債務  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3)関係会社長期借入金 

関係会社長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利のものについては、元利金の合計額を借入

期間に応じた利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(4)長期リース債務、(5)長期預り敷金並びに(6)預り保証金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を返済までの期間に応じた利率により

割り引いた現在価値によっております。 

（注２）関係会社株式（貸借対照表計上額 9,000 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めており

ません。 

 

 

 

 

【賃貸等不動産に関する注記】 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む）、オフィスビルを有しております。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

 価  時 額上計表照対借貸

 518,467,21 094,439,21

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

（注2） 当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。 
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【 関連当事者との取引に関する注記 】 

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会 社 等 

の 名 称 

議決権の所有

(被所有)の割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 大和ハウ

ス工業㈱ 

被所有 

直接 100.0％ 

商業施設等

の賃貸借 

資金の援助 

役員の兼任 

商業施設の

賃貸等 
16,674

長期預り敷金 

立替金 

16,674

25,831

商業施設等

の賃借等 
671,371

敷金 

差入保証金 

前払費用 

未払費用 

未払金 

579,485

57,098

35,040

23,916

680,444

固定資産の

取得 
8,688,464 未払金 57,335

預け金利息

の受取 
360 関係会社預け金 1,973,690

借入金利息

の支払 
259,478

関係会社長期借

入金 
17,270,000

解約違約金 21,313 －   －  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引価格等については、一般的取引条件などを勘案して決定しております。 

取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

２．子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 

種類 
会 社 等 

の 名 称 

議決権の 所 有

(被所有)の割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 和歌山ロイ

ヤルパーキ

ング㈱ 

所有 

直接 90.0％ 

施設の利用 

資金の援助 

役員の兼任 

駐車場利用 10,925 未払費用 990

貸付金利息

の受取 

2,750 関係会社長期

貸付金 

270,000

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引価格等については、一般的取引条件などを勘案して決定しております。 

取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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【 退職給付に関する注記 】 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として企業年金基金及び退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 円千 350,286△ 務債付給職退 .イ

  162,373 産資金年 .ロ

 297,803△ ）ロ＋イ（金当引付給職退 .ハ

３．退職給付費用に関する事項 

 円千 387,331 用費務勤 .イ

  284,01 用費息利 .ロ

  559,6△ 益収用運待期 .ハ

  643,66 額理処用費の異差の上算計理数 .ニ

ホ. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ   656,302 ）ニ＋

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

 %5.2 率引割 .ロ

 %5.2 率益収用運待期 .ハ

二. 数理計算上の差異の処理年数 発生年度に一括処理しております。

 

 

 

 

【 1 株当たり情報に関する注記 】 
 銭97円598,977 額産資純りた当株１

 銭71円712,38 益利純期当りた当株１

 


